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改憲に反対急増　安倍暴走に批判　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ勝手な憲法解釈変更で集団的自衛権の行使容認を進める安倍政権の改憲暴走に、批判の声が起こっています。世論も変化し、メディアの調査では憲法９条改定反対・集団的自衛権の行使反対が急増しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＮＨＫの世論調査（５月２日放送）では改憲の「必要がない」が１年前の調査に比べ８.５Ｐ増の３８.４％、「必要がある」は１０Ｐ減の２３.１％となりました。「産経」・ＦＮＮの合同世論調査（同紙４月１日付）でも改憲「反対」は昨年４月に比べ２０.６Ｐ増え、２２.５Ｐ減となった「賛成」を上回りました。                                                                   ｐ憲法改悪反対の一点で共同する「九条の会」は全国で約７５００に広がり、各地で多彩な活動を展開しています。１５日には「九条の会」事務局主催で緊急学習会「止めよう！安倍政権の『戦争する国』づくり」を開きます。１６日には「東北市町村長九条の会連合（仮称）」が結成される予定です。　　　　　　　　　　　ｐ学者、文化人、弁護士、宗教者など広範な人々が「立憲主義を守れ」「『戦争する国』づくりを許すな」と立ち上がっています。
医療・介護総合法案　介護難民を生みサービスに格差　　　　　　　　　　　　ｐ医療・介護総合法案を審議している衆院厚生労働委員会の地方公聴会が１２日、大阪市と甲府市で開かれました。陳述人から積極賛成の声はなく、批判や懸念が相次ぎました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ大阪会場では、要支援者への訪問・通所介護を市町村の事業に移す問題について、「要支援から要介護になるのを防ぐために創設されたもの。拙速に移行せず、『予防』効果の検証が必要不可欠だ」、特別養護老人ホームの入所者を要介護３以上に限定することについては、高齢者の総合的な生活を支える重要性をあげて批判。一定の所得者は利用料を２倍に引き上げることについては「現状の負担でさえサービスの利用控えが起こっている」「引きこもりなど配慮を要するお年寄りは多い。ヘルパーは質問するのでなく詮索、発見しチームに伝える。ボランティアでは困難だ」と指摘。「専門家の目があってこそ生活支援は成り立つ」と強調。「自治体の財政力によってサービスが低下しかねない」と述べられました。ｐ甲府市の公聴会では４氏が陳述し、「在宅医療推進の成否をにぎる医師や看護・介護スタッフなど受け皿は不足しており、現場からの躊躇する声は多い」「拙速な推進は介護難民をつくり出す。介護サービスが市町村の事業となり市町村間に
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）
２０１４国民平和大行進　核兵器廃絶の世論大きく　　　　　　　ｐ被爆地・広島、長崎をめざして歩く「２０１４年原水爆禁止国民平和大行進」（主催、同実行委員会）が６日、東京・夢の島を出発しました。　　　　　　　　　　　ｐ桑名員弁実行委員会では、６月１２日（木）に午前９時から桑名市役所前で集会を行い、朝日町、近鉄川越富洲原駅まで行進します。前日は、木曽岬町、東員町、いなべ市、菰野町を訪問し自治体への要請宣伝行動をします。　　　　　　　　　ｐ今後は全国大会への代表派遣に向けて、６・９カンパ行動を桑名駅前で７月１６日、１９日、２６日、２９日、８月６日午後５時半より予定しています。
「新病院建設の再検討を求める請願署名」　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ５月９日、「新病院建設の再検討を求める市民の会」が結成され、「新病院建設の再検討を求める請願署名」が始まりました。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ地方独立行政法人桑名市総合医療センターの新病院は、東医療センター（寿町の旧山本病院）の横（海抜０ｍで海中病院とも言われている）に１７４.６億円（当初１０５.９億円）もかけて建設しようとしていますが、現在の建設業界の事情（資材の高騰と人手不足など）で、入札に参加する業者がいない状況です。それでも市長や市議会は「住民の要求は一日も早い新病院建設だ」と言って桑名市総合医療センターに早期建設へ圧力をかけています。しかし、今、多くの問題が出てきています。「近隣の人の日照権や交通渋滞は考えているのか」「長島町民は今まで通り海南病院の方が便利で良い」「西医療センター周辺の人は近くに医療機関が亡くなり困る」「どんな病院なのか見えて来ない」「今までの３つの病院で良いのではないか」「桑名市は財政が厳しいと言っているがこんな大金借金して大丈夫なのか」「地震・津波や台風・高潮で浸水した場合どうするのか」これらの諸問題を解決するために、一度立ち止まって再検討したらどうでしょうか。　　　ｐ６月市議会に、１名でも多くの方の署名を添えて請願するものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【左頁より続く】差がでることは大きな問題点だ」と指摘され、法案の課題として「独居高齢者や老々介護となっている方々など、サービス利用者の声を十分に聞く必要がある」、要支援１、２の認定者が地域支援事業に移されることについては、「市町村への丸投げでは市町村の財政事情などからサービスに格差が生まれる」と指摘。「絵に描いた餅でなく、体制やさまざまなスタッフの研修制度などがどうなっているか、法案の吟味が必要だと思う」と主張されました。
教育委員会　改悪法案
ｐ教育行政への首長の介入を強化しようとする「教育委員会改悪法案」に対して、日本共産党は「安倍政権の『教育委員会改悪法』に反対する国民的共同をよびかけます｣とのアピールを発表しました｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ教育委員会は国や首長から独立した行政組織である点に特徴があります。法案は、その教育委員会を国と首長の支配下に置くものです。第一に、自治体の教育政策の基本となる「大綱」を決める権限を首長に与え、教育委員会は首長の方針を具体化する“下請け機関”にします。しかも「大綱」は国の教育についての基本方針を「参酌」してつくることが求められています。第二に、首長が任命する教育長が教育委員会のトップにすえられます。現在は教育委員会が教育長を任命し指揮監督する仕組みですが立場が逆転します。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ教育委員会の独立性は大きく損なわれ、国と首長が教育と教育行政を支配するようになります。これは憲法が保障した教育の自由と自主性の侵害にほかなりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ教育委員会は、「君が代・日の丸」に見られるように歴代自民党政権から国の教育方針を押し付けられてきました。それでも、教育委員会には首長からの独立性が残されています。例えば、橋下徹大阪市長が違法な思想調査を実施しようとしたとき、市教育委員会が反対して、教職員などへの調査は実施されませんでした。法案は教育委員会に残された首長からの独立性を取り上げるものです。　　　　ｐ安倍政権が教育委員会の独立性を奪おうとしているのは重大な狙いがあります。　一つは侵略戦争美化の「愛国心」教育を進める狙いです｡｢海外で戦争をする国」づくりを目指す安倍首相は、日本が起こした侵略戦争を肯定・美化する立場から、戦後教育を敵視し、特に歴史逆行の特異な教科書で子どもたちを教えることを追求してきました。しかし、多くの教育委員会の良識はそれを拒んでいます。そのため教育委員会を弱体化させ、国と首長の政治的圧力で、侵略戦争美化の教科書や安倍流「愛国心」教育を押し付けようというのです。もう一つは教育に異常な競争主義を持ち込むことです。安倍政権は、「序列化や過度の競争」を理由に禁じていた全国学力テストの学校別の平均点公表を今年度から自治体の判断でできるようにしましたが、多くの教育委員会は公表に慎重です。そこで教育委員会を弱体化させ、全国的な競争体制をつくろうというのです。　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権のやり方には現職の教育委員をはじめ多くの国民から批判の声があがっています。子どもの権利・教育・文化全国センターが全国の教育委員を対象にしたアンケートでは「教育行政に首長の政治的考え方が反映しやすいしくみに変えようとしていること」に６８％の教育委員が反対、どちらかといえば反対と答えました。一般紙の世論調査でも「政治家が学習内容をゆがめることのないよう一定の歯止めが必要」が７５％に上っています（「朝日」２月１８日付）。　　　　　　ｐ今こそ、政治的立場や教育についての考え方の違いを超え、すべての自治体、学校、地域から、「教育委員会改悪法」に反対し、教育への政治支配を許さないとの声を上げようではありませんか。
どちらが本当　「学力テスト」学校別の公表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ４月３０日（水）三重県教育委員会と市町等教育委員会が、情報共有や意見交換を通して、教育課題の解決に取り組むことを目的として、平成２６年度第１回市町等教育長会議が開催されました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ中日新聞では「学校名公表を強制せず」　４月２２日に実施された全国学力・学習状況調査（学力テスト）の学校別の結果公表について、県教委は３０日、市町に個別の学校名を公表するよう強制しない考えを示した。現状の学力を広く共有するため、市町に前向きな検討を求めている。ただ会議では、県教委の担当者が「個別の学校名でなくても、課題分析や改善方法など公表できる内容はいろいろある」と発言。市町と協議しながら効果的な公表の仕組みを作ることを説明した。昨年の学力テストでは、市や町全体の成績、課題なども公表していない市町が１３あった。
ｐ朝日新聞では「学力調査公表検討を」　県教育長が「家庭や地域との協力・連携には情報共有が何より重要」と公表の必要性を強調し、前向きな検討を求めた。
５月１２日の朝日・毎日・中日の社説から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、朝日新聞　　増税と物価 ―「騒動」から卒業しよう　　　　　　　　　　　　　　
２、毎日新聞　　リニア新幹線　このまま突っ走るのか　　　　
　ＪＲ東海は先月末、環境に対する影響を評価した報告書を国交相に提出した。
同相の意見を踏まえて必要な修正をした後、早ければ今夏にも工事実施計画への認可を国に申請する。認可されると、いよいよ着工である。
　しかし、環境評価書を提出したとはいえ、未解決の課題や不安は数多く残っている。このまま突き進んでよいのかと、思わずにはいられない。
残土への懸念、南アルプスを貫通するトンネル。その置き場や処分法はほとんど決まっていない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　一度、走り出せば全体の計画を止めたり大幅に見直したりすることが極めて困難なのが、このような大規模事業である。「着工ありき」ではなく、環境、安全、経済合理性など、幅広く、長期的な観点から、精査を尽くすべきだ。認可決定前に、国会で徹底審議を行ってもらいたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　安倍首相は、自国で安全性、採算性への疑問が払拭されていないというのに、リニア新幹線を米国に売り込むのに熱心である。一方、自民党内では関西選出の議員らが、４５年に予定されている大阪までの延伸を、国の資金を使って前倒しするよう政府に求めた。
長期の視点に立って、冷静に再点検しても時間の無駄にはならないはずだ。
３、中日新聞　　年金財政の将来　不安に応える検証を
　５年に一度の公的年金の財政検証作業が始まった。将来の年金支給がどうなるのか複数の姿が示される。制度は国民の生活に大きく影響する。知りたいのはバラ色ではなく現実的な見通しだ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ朝日新聞社説の「消費増税を巡る『騒動』からそろそろ卒業したいものだ」は、一生懸命増税反対を言っている人たちに対して、許し難い暴言です。
Ｎｏ．２１０　　　　２０１４年　５月　１５日
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日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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